
四国地区不動産公正取引協議会 

２０２２年度 事業計画 

（２０２２年４月１日から２０２３年３月３１日） 

新型コロナウイルスによる影響が依然懸念される中、ウクライナ危機の情勢も予断を許

さず物価上昇等、世界経済も先行き不透明な状態が続いている。 

各種業界では新型コロナウイルスの影響からライフスタイルが変化し、オンライン化の

急速な利用が広まる中、我々業界においても、顧客のニーズに応じた取り組みが重要課題

となっている。 

このような状況の中、当協議会にあっては、公正な競争の確保と消費者が安心して住ま

い選びができるよう、改正が予定されている公正競争規約の周知と適正な運用に努め、不

動産広告のより一層の適正化を図らなければならない。また、最も多くの広告が掲載され

るインターネット上の広告については、「おとり広告」を最重要課題とし、「おとり広告の

規制概要及びインターネット広告の留意事項」の周知徹底を図っていく。 

上記を踏まえ２０２２年度の事業計画を次のとおり策定した。 

１ 公正競争規約並びに関連規程の周知と研修 

各支部を構成する会員に対して、研修会等を通じ「不動産の表示に関する公正競争規

約」及び「不動産業における景品類の提供の制限に関する公正競争規約」等の周知徹底を

図り、違反広告の未然防止に努める。また、改正規約について各支部より会員に向けた研

修及び周知活動を実施する。 

２ 賛助会員加入の促進と諸規約の周知 

不動産の適正な表示を徹底するためには、広告代理店等の理解と協力が不可欠である

ことから、引き続き広告代理店等に対し、賛助会員加入の促進を図るとともに、規約等の

認識を深め適正な広告の制作に努めるよう指導、助言を行う。 

３ 関係官庁並びに関係諸団体との連携 

不動産広告の適正化及び取引の公正化を推進するため、消費者庁、公正取引委員会、各

県担当課、各地区協議会との緊密な連携を図り円滑な業務の遂行に努める。 

４ 相談の実施 

消費者、会員業者、広告代理店等から「広告代理店等に対し不動産の表示に関する公正

競争規約」及び「不動産業における景品類の提供の制限に関する公正競争規約」に関する

照会、相談、苦情等を受け付け、適正な対応に努める。 

５ おとり広告の監視と措置の強化 

インターネットによる「おとり広告」等、規約に違反する広告が増加傾向にあること

から、これらの広告に対する監視を強め、違反会員に対し積極的な措置を講ずることと

する。 

また、当協議会が「おとり広告」や重大な不当表示により措置を講じた加盟業者に対し

ては、公益社団法人首都圏不動産公正取引協議会の「ポータルサイト広告適正化部会」の

メンバーである不動産情報サイト運営会社と協力・連携し、これらが運営するサイトへ

の掲載停止処分を科す等、インターネット広告の適正化に取り組む。
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